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１．都市環境の豊かな美しいまちづくりを支える下水道 

 

 

 

① 現状と課題 

本町の公共下水道事業は、現在、全

体計画区域 528ha のうち 404ha の事業

認可を受け整備を進めております。平成

21 年度末の整備状況については、全体

計画区域に対して約 64％にあたる

339ha の整備が完了し、189ha が未整備

となっています。 普及状況は、平成 21

年 度 末 現 在 76.2 ％ で あ り 全 国 平 均

（73.7％）に比べ若干高い水準ではあり

ますが、神奈川県平均の 95.6％を下回

っています。 

このため、下水道整備のさらなる推

進、下水道利用のさらなる向上が課題と

なっています。 

                                        平成 21年度末の下水道汚水整備状況 

 

② 施策目標 

豊かな自然環境を守るため生活排水処理の早期完了が必要であり、下水道未

普及の解消を重点施策として平成32年度までに下水道整備を完了します。 

 

 

③ 施策の方向 

● 市街化区域を重点区域として、優先的に整備を実施していきます。 

 

● 下水処理方式（合併浄化槽等）による費用比較および地域特性等を考慮した、 

より効率的・経済的な整備手法の検討を行い、今後２回の事業認可変更にお

いて、下水道計画区域全域の事業に着手し整備を進めます。 

Ⅳ．施策別の目標と方向 

(1) 下水道未普及地区の解消 
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① 現状と課題 

現在の下水道整備区域内の下水道接続率は 69％であり、約３割が下水道未

利用の状況にあります。さらに単独浄化槽の利用率が高く、生活雑排水の河川

等への流出が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道整備人口と下水道水洗化人口の推移   平成21年度末の処理形態別人口割合 

 

 

② 施策目標 

生活排水処理 100％の早期達成のために、下水道の投資効果を高め健全な

下水道経営を行うため接続率の向上に努め、平成 32 年度までに 85％の接続率

を目指します。 

 

 

③ 施策の方向 

● すみやかな公共下水道への接続のために、水洗化奨励金制度や水洗化資金

融資斡旋制度などの普及啓発活動を行い、接続率の向上をはかります。 

 

● 町民の理解と協力のもと、すみやかな公共下水道への接続を促進します。 

 

 

(2) 下水道接続率の向上 
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２．安全で安心して暮らせるまちづくりを支える下水道 

 

 

 

① 現状と課題 

本町においては、浸水被害等が少ないことから汚水管渠整備を主眼に整備を

進めているため、雨水管渠の整備率が0.7％と低い状況にあります。しかし近年

は、時間降雨量50mm以上の降雨年間日数が増加傾向にあり、集中豪雨等の発

生が増加してきています。 

浸水の発生は都市機能に影響を及ぼすほか、時には人命を危険にさらすこと

から、浸水被害の未然防止の観点から雨水管渠整備を進めていくことが課題とな

っています。 

 

 

② 施策目標 

限られた財源の中で効率的な整備を進めていくことが重要であり、浸水の発生

状況等に注視して効率的な整備を進めていきます。 

 本ビジョンの計画期間中では、現在整備が必要となっている北新道地区の雨水

整備を実施します。 

 

 

③ 施策の方向 

● 浸水被害が懸念される地区を特定し、限られた財源の中で効率的な整備を

進め、浸水被害を未然に防止するよう努めます。 

 

● 町民の協力のもと、雨水の地下浸透など流出抑制に取り組みます。 

(1) 雨水管渠整備の推進 



 －7－

 

 

 

 

① 現状と課題 

本町の下水道施設は、平成3年度より整備を進めてきました。 

下水道施設の耐震化は、兵庫県南部地震の被害を踏まえて平成9年に策定さ

れた｢下水道施設の耐震対策指針と解説｣に基づいて対策を実施していますが、

耐震指針の策定前に整備された下水道施設には、現在の耐震基準上で必要な

耐震性能を満たしていないものもあります。いつ発生するか分からない大地震に

対し、避難所や病院等からの汚水の排水を受け持つ管路、災害時の緊急輸送路

に埋設された管路など、重要な管路施設の耐震化が課題のひとつとなります。 

 

 

② 施策目標 

下水道施設の地震被害の最小化、適切な応急対策および迅速な復旧活動を

行えるようにするため、本ビジョン計画期間中に下水道施設の地震対策をまとめ

た「下水道総合地震対策計画」を策定し、地震対策上の重要な施設の選定をはじ

め、方法、期間等を明確にします。 

 

 

③ 施策の方向 

● 現状の管路施設については随時点検し、状況変化を確認します。 

さらに、耐震性能を調査し「地域防災計画」を踏まえた「下水道総合地震対策

計画」を策定して、下水道施設の地震対策を進めていきます。 

(2) 地震対策計画の策定 
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３．持続可能で効率的な下水道 

 

 

 

① 現状と課題 

管路等の施設は、経年変化により老朽化が進み、そのまま放置すれば下水道

機能が低下するだけではなく、道路陥没などの原因となり交通障害を引き起こし

社会的に悪影響を及ぼす可能性があります。 

下水管渠の経年劣化は、国土交通省の調査結果では、管渠布設後 30 年を経

過すると道路陥没事故が急増する傾向にあります。本町の最も古い管渠は布設

後 19 年であり、現在までの傾向

からは事故発生の可能性は低い

ものと想定されますが、事故の未

然防止に向けて、今後、調査を実

施する中で、下水道の管路施設

の予防保全的な対策とともに長

寿命化を促進していくことが課題

のひとつとなります。 
経過年数と道路陥没事故発生件数 

（国土交通省 HP より） 

 

② 施策目標 

本町の下水道管路施設は、平成3年度より1年平均3.6ｋｍを整備しており、現

在では総延長が約72ｋｍとなっています。 

今後は、増加していく老朽化施設による事故の未然防止に向けて、適正な維

持管理に努め、「予防保全型」の改築に取り組み、下水道施設の持続的な機能を

確保するため、本ビジョンの計画期間中に「長寿命化計画」を策定します。 

 

 

③ 施策の方向 

● 下水道長寿命化支援制度(国交付金)等を活用し、必要な調査・点検を実施し

「下水道長寿命化計画」を策定して、計画的な改築・更新を進めていきます。 

 

(1) 下水道施設の計画的な改築・更新計画の策定 
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① 現状と課題 

本町の行政人口は、平成11年度以降減少傾向にあり、今後も減少を続けるも

のと考えられます。下水道水洗化人口については、下水道整備区域の拡大に伴

い増加していきますが、整備完了後の平成35年頃から減少に転じるものと想定さ

れます。下水道使用料収入についても、現在は増加傾向にありますが、今後の

見通しとしては、人口減少や節水型トイレ・家電製品の普及などの要因で使用水

量が減少し、現行の料金体系では減収するものと想定されます。 

一方、経費については流入水量の増加に伴い平成32年度頃まで増加を示し、

さらに公債費も平成32年度頃をピークに増加を示すものと想定されます。 

下水道の主な財源となる使用料収入は、現行の料金体系では、経費回収率が

低く、料金の改定が必要となります。 

また、下水道経営を永続的に行うためには経営の効率化に努め、経営基盤の

強化をはかることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政人口と下水道水洗化人口の将来予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道使用料収入の将来予測 

(2) 下水道経営の効率化と経営基盤の強化 
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② 施策目標 

社会情勢の変化など下水道を取り巻く環境が厳しくなる中で、より効率的な下

水道事業の経営を目指して業務（事務）の一層の効率化を進めるとともに、将来

の人口減少等に伴う使用料収入の減少を視野に入れ、適正な利用者負担の検

証を適時に実施し、経営基盤の強化をはかっていきます。 

 

③ 施策の方向 

● 下水道にかかる業務の効率化を進めるため、台帳管理システムの導入や同

システムの機能の高度化、電子データや町村情報システムの共同化による

維持管理業務の効率化を積極的に検討します。 

 

● アセットマネジメント手法の導入や長寿命化対策によるライフサイクルコスト

の削減に努めます。 

 

● 水洗化率の向上による使用料収入の拡大、財政シミュレーションに基づく適

正な使用料の検証を進めていきます。 


